
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅証明書 

発⾏業務要領 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

第 1 章 こどもみらい住宅⽀援事業制度に係る審査 
このこどもみらい住宅⽀援事業対象住宅証明書発⾏業務要領（以下「本要領」という。）は、

こどもみらい住宅⽀援事業において、⼀般社団法⼈住宅性能評価・表⽰協会の会員である⽇本
ＥＲＩ株式会社（以下「ＥＲＩ」という。）が実施する注⽂住宅の新築及び新築分譲住宅の購
⼊に係る「こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅証明書」（以下「証明書」という。）の発⾏に
関する業務（以下「業務」ということがある。）について適⽤する。なお、予算枠の消化等に
より、こどもみらい住宅⽀援事業補助⾦の申請が締め切られる場合には、業務は終了する。ま
た、こどもみらい住宅⽀援事業の内容は、変更されることがある。 

本要領において⽤いる主な⽤語の定義は以下のとおりとする。 
(1)「⼀⼾建ての住宅」とは、⼈の居住の⽤以外の⽤途に供する部分を有しない⼀⼾建ての住宅

をいう。 
 (2)「共同住宅等」とは、共同住宅、⻑屋その他の⼀⼾建ての住宅以外の住宅をいう。 
 (3)「新築住宅」とは、売買契約締結時点において完成（完了検査済証の発出⽇）から１年以内

であり、⼈の居住の⽤に供したことのない住宅をいう。 
 (4)「注⽂住宅」とは、所有者が、⾃ら居住することを⽬的に新たに発注（⼯事請負契約）する

住宅をいう。 
 (5)「新築分譲住宅」とは、所有者が、⾃ら居住することを⽬的に新たに宅地建物取引業の免許

を有する事業者から購⼊（売買契約）する新築住宅をいう。 
 (6)「⽇本住宅性能表⽰基準」とは、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律 

第 81 号。以下「品確法」という。）第３条第１項に規定に基づき、住宅の性能に関し表
⽰すべき事項及びその表⽰の⽅法を定める告⽰（平成 13 年国⼟交通省告⽰第 1346 
号）に定める基準をいう。 

 (7)「基準省令」とは、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年法律第 53
号。以下「建築物省エネ法」という。）に基づく建築物エネルギー消費性能基準等を定め
る省令（平成 28 年経済産業省・国⼟交通省令第 1 号）をいう。 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 



 
 

Ⅰ．対象住宅及び審査の実施者 
  １．対象住宅 

 （1）証明書の発⾏業務の対象住宅は、注⽂住宅及び新築分譲住宅であって、⽇本ＥＲＩ株式
会社住宅性能評価業務規程に規定するＥＲＩが設計住宅性能評価業務を⾏うことができ
る住宅とする。 

 （2）補助⾦取得の要件として、住宅事業者（注⽂住宅の新築⼯事⼜は新築分譲住宅の販売を
⾏う事業者をいう。以下同じ。）がこどもみらい住宅⽀援事業事務局へ事業者登録を⾏っ
た後、2022 年 10 ⽉ 31 ⽇までに建築⼯事に着⼯する住宅が対象となるため、住宅事業者
は、着⼯後にこどもみらい住宅⽀援事業対象住宅証明書等を添えて事務局に補助⾦の交
付申請をする必要がある。ただし、証明書発⾏依頼の時期は着⼯前、着⼯後を問わない。 

（3）対象住宅の住⼾の延べ⾯積は 50 ㎡以上の住宅に限られるが、当該⾯積については、こ
どもみらい住宅⽀援事業事務局において確認するため、証明書の発⾏業務においては延
べ⾯積の確認を⾏わない。 

  ２．適合審査の実施者 
ＥＲＩは、品確法第 13 条に定める評価員（ただし、共同住宅共⽤部分の適合審査を含

む場合は、共同住宅共⽤部分における⼀次エネルギー消費量の算出についての知識を有す
る者に限る。）⼜は建築物省エネ法第 50 条に定める適合性判定員の中から審査員を選任し、
審査員にこどもみらい住宅⽀援事業対象住宅判定基準（後記Ⅴに規定する。以下同じ。）へ
の適合審査（以下「適合審査」という。）を実施させる。なお、業務の公正な実施に⽀障を
及ぼすおそれがあるものとして国⼟交通⼤⾂が定める平成 18 年国⼟交通省告⽰第 304 号
を審査員について準⽤する。 

       
 Ⅱ．業務の⼿順等 
   １．依頼の受付 

証明書の発⾏を依頼する者（代理者を含む。以下単に「依頼者」という。）は、ＥＲＩに
対し、後記Ⅲ．表１（依頼に必要な提出図書）に掲げる書類の正本及び副本（以下「提出
図書」という。）を提出する。 

２．電⼦情報処理組織による受付 
提出図書の受付については、あらかじめ申請者と協議して定めるところにより、電⼦情

報処理組織（ＥＲＩの使⽤に係る電⼦計算機（⼊出⼒装置を含む。以下同じ。）と申請者の
使⽤に係る⼊出⼒装置とを電気通信回線で接続した電⼦情報処理組織をいう。以下同じ。）
の使⽤によることができる。 

３．提出図書の確認 
ＥＲＩは、提出図書について、以下の事項を確認する。 

(1) 依頼のあった住宅が、ＥＲＩが定める設計住宅性能評価業務を⾏う区分に該当すること 
(2) 依頼のあった住宅の建て⽅（⼀⼾建ての住宅か共同住宅等） 
(3) 提出図書に不⾜なく、かつ記載事項に漏れがないこと 

４．業務の引受 
    提出図書に特に不備がない場合は、業務を引受け、依頼者に対して引受承諾書等を交付



 
 

する。 
5．発⾏受付書の交付 

ＥＲＩは、業務を引受けたときは、依頼者等からの求めに応じて「【新築】省エネ性能等
を証明する書類 発⾏受付書」を交付することができる。 
 

 Ⅲ．依頼に必要な提出図書 
依頼に必要な提出図書は、適⽤するこどもみらい住宅⽀援補助⾦対象住宅判定基準に応じ、

下記表 1 のとおりとする。 
表１ 依頼に必要な提出図書 

提出図書の種類 

・こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅証明依頼書 （様式 1) ◎ 
・設計内容説明書 ◎                        
・平⾯図 ◎                        
・⽴⾯図 ◎                        

・断熱等性能等級４を満たす根拠となる資料  
仕様書（仕上げ表含む）、矩計図、開⼝部リスト、計算書など 

・⼀次エネルギー消費量等級４以上を満たす根拠となる資料  
仕様書（仕上げ表含む）、矩計図、開⼝部リスト、計算書、各種設備に関する証明書類、ｗ
ｅｂプログラム出⼒票など 

         ※上記◎印以外の図書については、当該図書以外の図書で、適⽤する住宅性能を満たす根
拠が確認できる場合は、当該図書の提出を省略することができる。 

※下記表 2 に掲げる評価書等の写しを提出する場合において、当該評価書等により住宅
性能が確認できる場合は、当該省略対象となる条件等に係る住宅性能に関する提出図
書の提出を省略することができる。 

表２ 適合審査へ活⽤できる評価書等の例 

評価書等 省略対象となる条件等 発⾏機関 

設計住宅性能評価書 ⽇本住宅性能表⽰基準 5-1 断熱等
性能等級 4 ⼜は 5-2 ⼀次エネルギ
ー消費量等級 4 を取得しているも
の 

登録住宅性能評価機関 
建設住宅性能評価書 

ＢＥＬＳ評価書（外⽪基準に
ついて「適合」と表⽰された
もの） 

基準省令第１条第１項第２号イに
規定する外⽪性能の基準 

ＢＥＬＳ登録機関 

ＢＥＬＳ評価書（⼀次エネル
ギー消費量について「適合」

基準省令第１条第１項第２号ロに
規定する⼀次エネルギー消費量の

ＢＥＬＳ登録機関 



 
 

と表⽰されたもの） 基準 

フラット３５Ｓ適合証明書
（⾦利Ａプランの省エネルギ
ー性の基準に適合しているも
のに限る）及び設計検査申請
書 

⽇本住宅性能表⽰基準 5-2 ⼀次エ
ネルギー消費量等級 5  

適合証明機関 

すまい給付⾦制度の現⾦取得
者向け新築対象住宅証明書 
（断熱等性能等級 4 ⼜は⼀次
エネルギー消費量等級 4 以上
の基準を満たすもの） ⽇本住宅性能表⽰基準 5-1 断熱等

性能等級 4 ⼜は 5-2 
⼀次エネルギー消費量等級 4  

登録住宅性能評価機関 

贈与税の⾮課税措置の住宅性
能証明書 
（断熱等性能等級 4 ⼜は⼀次
エネルギー消費量等級 4 以上
の基準を満たすもの） 

指定確認検査機関 
登録住宅性能評価機関 
住宅瑕疵担保責任保険法
⼈ 

 
Ⅳ．適合審査の実施 

ＥＲＩによる適合審査は、対象住宅がこどもみらい住宅⽀援事業対象住宅判定基準に適合
していることを確認することにより実施する。適合審査において、提出図書の内容に疑義が
ある場合は必要に応じて依頼者に説明を求め、誤りがある場合は訂正を求めるものとする。 

なお、依頼時に品確法に基づく住宅型式性能認定書、型式住宅部分等製造者認証書及び特
別評価⽅法認定書その他の認定書（以下「認定書等」という。）が添付されている場合は、当
該基準への適合審査を省略し、認定書等の結果を活⽤することができる。 

 
Ⅴ. こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅判定基準 

こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅判定基準は、基準省令第１条第１項第２号イに規定す
る外⽪性能の基準（⼀⼾建ての住宅の外⽪性能については表３に掲げる住⼾単位の基準、共
同住宅等の外⽪性能については表３に掲げる住⼾単位⼜は住棟単位のいずれかの基準）及び
同号ロに規定する⼀次エネルギー消費量の基準とし、対象住宅はこれらの外⽪性能の基準及
び⼀次エネルギー消費量の基準のいずれにも適合しなければならない。 

なお、⽇本住宅性能表⽰基準 5-1 断熱等性能等級４の基準のうち、結露の発⽣を防⽌する
対策に関する基準については審査対象外とする。 

表３ 基準省令第１条第１項第２号イ⑴に規定する住宅の外⽪性能の基準 
 地域の区分 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 
住
⼾
単

位 外⽪平均熱貫流率
[W/m2K](UA 値) 0.46 0.46 0.56 0.75 0.87 0.87 0.87 − 



 
 

冷房期の平均⽇射熱
取得率（ηAC 値） − − − − 3.0 2.8 2.7 6.7 

住
棟
単
位 

住棟単位外⽪平均熱
貫流率[W/m2K](UA

値) 
0.41 0.41 0.44 0.69 0.75 0.75 0.75 − 

住棟単位冷房期平均
⽇射熱取得率（ηAC

値） 
− − − − 1.5 1.4 1.3 2.8 

 
 
Ⅵ．適合審査に⽤いる指標 

適合審査に⽤いる指標は、原則として表4によるものとする。 
表 4 評価指標 

評価指標 
⼀次エネルギー消費量 外⽪性能 

⼀次エネルギー消費量※ ・住⼾評価：単位住⼾の外⽪平均熱貫流率(UA)・
単位住⼾の冷房期平均⽇射熱取得
率（ηAC） 

・住棟評価：住棟単位外⽪平均熱貫流率(UA)・
住棟単位冷房期平均⽇射熱取得率
（ηAC） 

※住棟評価の場合は共⽤部分については評価対象から除外することを可能とする。 
 
Ⅶ．適合審査に⽤いる評価⽅法 

適合審査に⽤いる評価⽅法は、原則として表 5 によるものとする。 
表 5 評価⽅法 

  計算⽅法・ツール等の通称 

⼀
⼾
建
て
の
住
宅 

外⽪性能 標準計算 外⽪計算エクセルシート等 
仕様確認 仕様基準 

⼀次エネルギー消費量 標準計算 WEB プログラム 
仕様確認 仕様基準 

外⽪性能・⼀次エネル
ギー消費量 

簡易計算 モデル住宅法  

共
同
住
宅
等 

外⽪性能 標準計算 外⽪計算エクセルシート等（住⼾評
価（各住⼾）／住棟評価（全住⼾平
均）） 

仕様確認 仕様基準 

標準計算 WEB プログラム 



 
 

⼀次エネルギー消費量 仕様確認 仕様基準 
外⽪性能・⼀次エネル
ギー消費量 

簡易計算 フロア⼊⼒法  

 
Ⅷ．こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅証明書等の発⾏ 

１．ＥＲＩは、適合審査が終了し、こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅判定基準に適合して
いると認める場合、依頼者に対して住⼾ごとに、証明書を発⾏する。この場合、提出図書
（こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅照明依頼書を含む。）の副本を添えて⾏わなくてはな
らない。 

２．証明書に記載する証明書発⾏番号は、別表「証明書発⾏番号の付番⽅法」に基づいて付
番を⾏う。 

３．依頼者から紛失等による証明書の再発⾏の依頼があった場合、証明書に再発⾏である旨
と再発⾏⽇を記載して発⾏する。 

４．提出図書の内容がこどもみらい住宅⽀援事業対象住宅判定基準に不適合の場合⼜は明ら
かな虚偽がある場合は、依頼者に対して「こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅判定基準不
適合通知書」を発⾏する。 

５．ＥＲＩは、前各項に規定する証明書（添付する提出図書の副本を含む。）⼜は通知書の発
⾏については、依頼受付の⽅法にかかわらず、書⾯により⾏うものとする。 

 
Ⅸ．変更計画に係る業務⼿続き 

証明書の発⾏後に依頼者が計画を変更する場合は、ＥＲＩが同⼀の対象住宅に係る証明書
を発⾏している場合に限り、依頼者から表 6 に掲げる書類の提出を受け、変更に係る証明書
の依頼を受付ける。この場合の受付、適合審査の実施⽅法及び証明書等の発⾏の⼿続きにつ
いては前記ⅡからⅧまでに定めるところに準ずる。 

表 6 変更こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅証明依頼に必要な提出図書 
提出図書の種類 

変更こどもみらい住宅⽀援事業対象住宅証明依頼書 
適合審査に要した図書のうち変更に係るもの及び変更の内容を⽰す図書 
変更前の証明書（写し） 
その他ＥＲＩが必要とする書類 

 
第２章 発⾏業務料⾦ 
  証明書等の発⾏業務料⾦は、下記のとおりとする。 

     ■⼀⼾建ての住宅 / 併⽤住宅           税抜⾦額（カッコ内は税込⾦額） 
申請条件 発⾏料⾦ 
通常申請 40,000 円（44,000 円） 

【評価書等のある場合】 
⽇本住宅性能表⽰基準 5-1 断熱等性能等等級４⼜

 
 



 
 

は 5-2 ⼀次エネルギー消費量等級４以上が確認で
きる評価書等（設計住宅性能評価書、建設住宅性能
評価書、フラット３５Ｓ適合証明書、すまい給付⾦
現⾦取得者新築対象住宅証明書、住宅性能証明書、
ＢＥＬＳ評価書、低炭素建築物新築等計画認定通
知書など）が添付される場合に限る。 

 
20,000 円（22,000 円） 

     ■共同住宅等※1                     税抜⾦額（カッコ内は税込⾦額） 
申請条件 発⾏料⾦ 

通常申請 

基本料⾦＋⼾あたり料⾦×対象住⼾数 
・基本料⾦※2  100,000 円（110,000

円） 
・⼾あたり料⾦  2,000 円（2,200

円） 
【評価書等のある場合】 

⽇本住宅性能表⽰基準 5-1 断熱等性能等等級４⼜
は 5-2 ⼀次エネルギー消費量等級４以上が確認で
きる評価書等（設計住宅性能評価書、建設住宅性
能評価書、フラット３５Ｓ適合証明書、すまい給
付⾦現⾦取得者新築対象住宅証明書、住宅性能証
明書、ＢＥＬＳ評価書、低炭素建築物新築等計画
認定通知書など）が添付される場合に限る。 

上記料⾦に 10 分の 5 を乗じた額※3 

※1 共同住宅等において２住⼾/棟までは、⼀⼾建ての住宅の料⾦に審査対象住⼾数を乗じた額と
する。     

※2 共⽤部分を評価対象とする場合は、基本料⾦に 100,000 円（税込 110,000 円）を加算する。 
※3 共同住宅等における評価書等のある場合の料⾦について、共⽤部分を評価している評価書等 

でない場合は、共⽤部分の料⾦は減額せず、100,000 円（税込 110,000 円）とする。  
注 1：変更計画に係る証明書等の発⾏業務料⾦は、当初の依頼で適⽤された発⾏業務料⾦に 10 分

の 5 を乗じた額とする。ただし、共同住宅等の場合で、変更が⼀部住⼾に限られる場合、⼀住
⼾あたり 10,000 円（税込 11,000 円）を乗じた額とすることができる。 

注 2：再発⾏業務料⾦は⼀通につき 5,000 円（税込 5,500 円）とする。 
 

第３章 秘密保持、帳簿等 
Ⅰ．秘密保持について 

ＥＲＩ及び審査員並びにこれらの者であった者は、この適合審査の業務に関して知り得た
秘密を漏らし、⼜は盗⽤してはならない。 

 
Ⅱ．帳簿の作成 

ＥＲＩは、次の(1)から（10）までに掲げる事項を記載した証明書の発⾏業務管理帳簿（以
下「帳簿」という。）を作成し事務所に備え付ける。 



 
 

(1) 依頼者の⽒名⼜は名称及び住所⼜は主たる事務所の所在地 
(2) 証明書の発⾏業務の対象となる住宅の名称 
(3) 証明書の発⾏業務の対象となる住宅の所在地 
(4) 証明書の発⾏業務の対象となる住宅の建て⽅ 
(5) 証明書の発⾏業務の対象となる住宅の構造 
(6) 証明書の発⾏の依頼を受けた年⽉⽇ 
(7) 適合審査を⾏った審査員の⽒名 
(8) 証明書等の発⾏業務料⾦の⾦額 
(9）証明書の発⾏番号  
(10) 証明書の発⾏を⾏った年⽉⽇⼜はこどもみらい住宅⽀援事業対象住宅判定基準不適

合通知書の発⾏を⾏った年⽉⽇ 
 
Ⅲ．帳簿及び書類等の保存 

(1) 帳簿及び書類等の保存期間 
帳簿並びに提出図書及び証明書の写し（以下「書類等」という。）の保存期間は、次に定

めるとおりとする。  
帳簿 適合審査の全部を終了した⽇の属する年度から５事業年度 
書類等 証明書の発⾏を⾏った⽇の属する年度から５事業年度 

  (2) 帳簿及び書類等の保存⽅法 
帳簿及び書類等は、適合審査中にあっては適合審査のため特に必要がある場合を除き事

務所内において、適合審査終了後は施錠のできる室⼜はロッカー等において、個⼈情報及
び秘密情報が漏れることなく、かつ、証明書の発⾏業務以外の⽬的で複製、利⽤等がされ
ない、確実な⽅法で保存する。 

  (3) 電⼦計算機に備えられたファイル等による保存 
帳簿及び書類等の保存は、電⼦計算機に備えられたファイル等に記録され、必要に応じ

電⼦計算機その他の機器を⽤いて明確に表⽰されるときは、当該ファイル等に保存する⽅
法にて⾏うことができる。 

 
Ⅴ．国⼟交通省等への報告等 

ＥＲＩは、公正な業務を実施するために国⼟交通省⼜はこどもみらい住宅⽀援事業事務局
等から業務に関する報告等を求められた場合、適合審査の内容、判断根拠その他情報につい
て報告等を⾏う。 

 
（附則）この要領は、2022 年 3 ⽉ 1 ⽇から適⽤する。 
 

制定：2022 年 3 ⽉ 1 ⽇ 



 
 

別 表 「証明書発⾏番号の付番⽅法」 
 
発⾏番号は、１６桁の英数字を⽤い、次のとおり表す。 
 
『０１９−○○−○○○○−Ｋ−○−○○○○○』 
 
１〜３桁⽬   登録住宅性能評価機関番号（国⼟交通省登録番号とは異なる） 
４〜５桁⽬   登録住宅性能評価機関の事務所毎に付する番号 
６〜９桁⽬   証明書発⾏⽇の⻄暦  
１１桁⽬ １：⼀⼾建ての住宅 
  ２：共同住宅等 
１２〜１６桁⽬ 通し番号（１１桁⽬までの数字の並びの別に応じ、００００１から順に付する。） 

 

 


